
規制影響分析書要旨

規制の名称 新たな子育て支援事業に対する監督等（児童福祉法等の一部を改正する法律案関連）

主管部局・課室 雇用均等・児童家庭局総務課

関係部局・課室 雇用均等・児童家庭局保育課

評価実施時期 平成２０年３月

規制の新設・改廃の内容・目的
　新たに法律上規定する子育て支援事業について、一定の質を確保するため、以下の内容の規制を新設する。
①　社会福祉事業に基づく第２種社会福祉事業について
　（乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業・地域子育て支援拠点事業）
　事業を開始する場合には、事業実施者に対して、事後に都道府県知事へ事業開始を届け出ることを義務付ける。事業開始後につい
ては、都道府県知事が、必要と認める事項の報告徴収、検査を行うことが可能な旨を規定する。さらに、事業者が報告徴収・検査に応じ
ない場合やサービス利用者の処遇について不当な行為をした場合には、都道府県知事が事業の制限・停止を命ずことが可能な旨を規
定する。

②　児童福祉法に基づく一時預かり事業・家庭的保育事業について
　事業を開始する場合には、事業実施者に対して、事前に都道府県知事へ事業開始を届け出ることを義務付ける。事業開始後につい
ては、都道府県知事が、必要と認める事項の報告徴収、検査を行うことが可能な旨を規定する。さらに、事業が基準に適合しない場合
には、都道府県知事が必要な措置を命ずること、事業者が命令・処分に違反した場合やサービス利用者の処遇について不当な行為を
した場合には、都道府県知事が事業の制限・停止を命ずることが可能な旨を規定する。

③　地域子育て支援拠点事業について
　事業に従事する者に対して、職務遂行の過程で知り得た秘密について、守秘義務を課す。

(根拠条文)
①社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６９条～第７２条
②児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の１１～第３４条の１６
③児童福祉法第３４条の１０第２項

想定される代替案
　新たな子育て支援事業を法律上創設し、事業実施者に対して事業開始の届出を義務付けるが、都道府県知事による監督等は規定し
ない。また、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業及び地域子育て支援拠点事業に従事する者に対して、職務遂行の過程で知り
得た秘密については、ガイドラインにより、秘密を漏らさないよう努めなければならない旨を規定する。

想定される費用 新設・改廃する規制案 代替案

（遵守費用） 　事業実施者は、事業開始の届出が必要になるが、都道府県によ
る監督については、適切に事業を実施する限り、特に負担増とはな
らない。

　事業実施者は、事業開始の届出が必要になる。



（行政費用）

　都道府県において、届出受理及び監督等の業務が増加する。若
干の負担の増加にとどまると考えられる。

　都道府県には、届出受理の業務が発生する。

（その他の社会的費用）

　その他の社会的費用は発生しないものと考えられる。 　その他の社会的費用は発生しないものと考えられる。

想定される便益 新設・改廃する規制案 代替案

(子育て支援サービス利
用者への便益）

・①及び②について
　都道府県知事が事業実施者を監督することにより、以下の効果が
得られる。
ⅰ　不適切な事業を実施している場合の是正が可能になり、サービ
　スの質が確保されること
ⅱ　利用者が安心してサービスを利用することができること
ⅲ　子どもの安全が図られること

・③について
ⅰ　利用者が安心して子育ての悩みに関する相談をすることができ
  る。
ⅱ　利用者のプライバシー保護が十全に図られる。

　事業者の意識が高まり、利用者がより安心して相談をすることが
できるようになるが、不適切な事業を実施している場合の是正がで
きない。
　事業者に守秘義務を課すことによって、利用者が安心して子育て
の悩みに関する相談をすることができるが、ガイドラインによる守
秘義務を課すに止まるためその実効性確保が困難となるおそれが
ある。また、利用者のプライバシー保護には一定程度資するに止
まると考えられる。

（子育て支援サービス実
施者への便益） ・①及び②について

　都道府県の監督により、健全な事業の運営が担保される。
・③について
　利用者からの信頼が高まる。

－

分析結果 　新たな子育て支援事業を法律上創設する以上、そのサービスの質を担保することは必要不可欠であり、また、既存の第２種社会福祉
事業等と比較しても過度な負担を強いる規制とはなっていない。このため、本規制の新設は政策目的を達成するために妥当なものであ
ると考えられる。
　なお、代替案は、事業実施者、都道府県ともに、負担の増加は大きくないが、サービスの質を担保することが困難となる。今回創設す
る事業は、子どもの健やかな育成の基盤となるものであり、一定のサービスの質を確保することは必須であるため、代替案よりも本規
制案の方が望ましい。



有識者の見解その他関連事項
　今後一層少子化・高齢化が進行し、若年人口が大幅に減少することを視野に入れ、制度・政策・意識改革など、あらゆる観点からの効
果的な少子化対策の再構築及び実行を図るため、政府は、平成１９年２月に関係府省大臣と有識者から成る「子どもと家族を応援する
日本」重点戦略会議を設置し、検討を進めてきた。
　そして、平成１９年１２月にとりまとめられた「子どもと家族を応援する日本」重点戦略においては、本規制に係る子育て支援事業の制
度化が、当面の課題として早急に取り組むべきものとされている。また、制度化に当たって、一定の質の確保を図ることも明記されてい
る。さらに、社会保障審議会少子化対策特別部会においても議論が行われ、適当と認められたところである。

【参考】
○「子どもと家族を応援する日本」重点戦略
　　　内閣府ＨＰ（http://www8.cao.go.jp/shoushi/kaigi/ouen/pdf/st.pdf）参照
○社会保障審議会少子化対策特別部会
　　　厚生労働省ＨＰ（http://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/02/s0201-7.html）参照

一定期間経過後の見直し（レ
ビュー）を行う時期又は条件 　改正法の附則において、この法律の施行後５年を目途として、当該改正法の施行の状況等を勘案しつつ検討を加え、必要があると認

めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとされている。

備考 －
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